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1法 の会計への関与
会計 と法 との関係はかな り古 く,1673年の フランス商業条例以来 である。岸悦三教授 によると,そ
の商 業条 例 に は次 の よう な規 定 が 見 られ る とい う(t.。「第8条 また,す べ て の普 通 商 人 は,6カ 月 な
る同期間内に一切の動産,不 動産,債 権,債 務について,自 署 したる財産 目録 を作成 しなけれ ばな ら
ない,そ して,こ れ は2年 ご とに,照 合 され,再 調 整 され な けれ ば な らな い。」 この よ うな規 定が 設
けられた理 由は破産 防止の意味か らであると考 えられてい る{2)。
18G1年の ドイツ商 法典 は財産 目録のほかに貸借対照表の作成 を義務づけていた。 この ドイツ商法典
第31条には次のような規 定が見 られる。「財産 目録お よび貸借対照表 の作成 に当た っては,す べての
財産 および債権 は作成時にそれ らに付すべ き価値 によって評価すべきである。 回収不確実な債権 はそ
の実際の価値 によって評価 し,回 収不能 な債権 は償却 され るべ きであ る。」 ここに示 された 『価値』
が何を意味 するのかについて ドイツ帝国商事裁判所は1873年に判決 を下 している。 この判決 は…・方で
営業の清算 を仮定 し,同 時に,他 方で営業の継続 を前提 にしているな どの矛盾が見 られ るが,こ こで
問題 にな っている 『価値』について,一 般 に,判 決は売却時価 を念頭 に置いていた,と 理解 されてい
る。その理 由としては,判 決が債権者保護を目的 として財産表示を意識 していた と考 えられ る点 と,
第31条の規定が債権者保護 を目的 とした フランス商業条例にその原型 を求める ことがで きる点があげ
られ て い る13。
明治23年のわが国の1日商法 も第32条において財産 目録お よび貸借対照表の作成 を義務づけ,次 の よ
うに規定 していた。 「各商人ハ開業 ノ時及 ヒ爾後毎年三介月内二又合資会社及 ヒ株 式会社ハ開業 ノ時
及ヒ毎事業年度ノ終二於テ動産,不動産ノ総目録及ヒ貸方借方ノ対照表ヲ作り特二股ケタル帳簿二記
☆本学経営学部教授
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入シテ署名 スル責ア リ 財産 目録及 ヒ貸借対照表 ヲ作 ル二八総 テノ商品,債 権及 ヒ其他総 テノ財産二
当時 ノ相場又ハ市場 価値 ヲ附 ス弁済 ヲ得ルコ トノ確ナラザル債権二付 テハ其推知 シ得ヘキ損失額 ヲ掴
除 シテ之 ヲ記載 シ又到底損 失二帰ス可 キ債権ハ全 ク之 ヲ記載 セス」明治23年の旧商法は ドイツ商法典
の流れ を汲 む といわれてお りω,当 時の ドイツにおいて時価評価が債権者保護 のた めに有効 である と
していた影響 をうけて時価評価 を規定 していた。
現在 のわが国の商 法は第1編 総則 の第32条～第36条に商業帳 簿 についての規 定 を設 け,第2編 会
社 ・第4章 株式会社 ・第4節 の第281条～295条に会計 につい ての具体 的規定 を設 けている。第281条
では 「取締役ハ毎決算期二左 ノ書類及其附属明細書 ヲ作 り取締役会 ノ承 認 ヲ受 クル コ トヲ要ス」 とし
て貸借対照表のほかに損益計算書 を も作成す ることを義務づ けている。 この場合,評 価 については ド
イツ商法典 や旧商 法 とは異 なって取得原価 によるべ きことを規定 している。
一般 に商 法は債権者保護 を目的 としているといわれている。 しか し,現 在 の商法が原価主義 を規定
している ことか らすれば,わ が国の現在 の商法が必 ず しも債権者保護だ けを目的 としている とはいえ
ないであろう。現在 の商法は 「第283条 取締役ハ …計算書類 … ヲ定時総会 二提 出 シテ…其 ノ承認 ヲ
求 ムル コ トヲ要ス」 として計算書類 の株 主総会への提 出を求 めてい る。株主 は提出 され た計算書類 を
見て,責 任 を充分 にはた した経営者 には再びその経営 をまかせ,そ の責任 を充分 にはた さなかった経
'営者 については忌避するために計算書類 を役 だてる。現在,計 算書類 を株主総会 に提出するのは経営
者の責任表明のためである と見 てよいであ ろう。
また,証 券取引法 は,「国民経済の適切な運営及 び投資家の保護 に資するため,有 価証券の発行及
ぴ売買 その他 の取 引を公正 ならしめ,且 つ,有 価証券の流通 を円滑な らしめることをU的 」 とした法
律 として会計 に関与 している。証券取引法 それ自体 は会計規定 を有 してはいないが,有 価証券の募集
または売出 しを行 う者 は有価証券報告書 を大蔵大臣に提出することが求め られてい る。 この有価証券
報告書に含まれる財務諸表の形式は大蔵省令である 「財務諸表規則」および 「財務諸表規則取扱要
領」に したがって作成 され ることになっている。証券取引法が財務諸表の作成 について規 定 してい る
のは,ま さに,証 券の取引に関 して有川な会計情報の提供 とい うことに関与 しての ことであ ろう。
法律 は,あ る時 には債権者保護目的 とい う点か ら会計 に関与 しているし,あ る時 には経営責任の表
明 とい う点 から会計 に関与 してい る。 また,別 の時 には投 資家保護 とい う点 か ら会計 に係 わって き
た。会計はその法律の 目的 によって影響 を受 けている。 では,ど の程度 まで影響 を受けるのであろ う
か。 また,法 律ば どの程度 まで会計 に関与 すべ きであろうか。会計 と法律 との関係 について検討 して
み よ う。
11制 度会計 ・制度会計論
現在,企 業会計 には商 法,証 券取引法,税 法 といった法律が係わってい る。 そして,一 般 に,商 法
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によって制約が加 えられ ている会計 は商法会計,証 券取引法 によって制約 を加 えられている会計 は証
券取 引法会計,税 法 によって制約 を加 えられている会計 は税務会計 と呼ばれている。 さ らに,商 法会
計,証 券取引法会計,税 務会計 という言葉のほかに 『制度会計』 とい う言葉 を耳 にする。 この 『制度
会計』 とい う語 が用い られは じめた契機について中村忠教授 は 「わが国の財務 会計 は,…38年4月1
Eiを境 に して,そ れ までの 『企業会計 原則』主導か ら商法主導に変わった。制度会計 という言葉が生
まれ たの は,こ の ころで あ る〔%」とされ て い る。 ただ,『制 度会計 』 といわ れ て い る会 計 が どの よ う
な会計 を意味 するか については 「明確な定義 はない〔6}」が,「通常 は 『法律 に組 み込 まれた会計』 と
理 解 され て い る(?1。」 との こ とで あ る。 す なわ ち,企 業 会計 原則 は そ の設定 当初 「3将来 に お い て,
商法,税 法,物 価統制令等の企業会計に関係がある諸法令が改廃 される場合 において尊重 され なけれ
ばならないもの…」 と見 られていた。 しか し,昭 和38年に企業会計原則が商法に歩み寄って改正 され
たこ とによって,企 業会計は商法に組み込 まれるようになってしまった。そ こで 『制度会計』 という
言葉 は一般には 『法律 に組み込 まれた会計」 を意味す るようになって しまったのである。 この よ うに
『制度会計』 とい う言葉 は商法主導の会計になってか ら生 まれた言葉 であることか ら,通 常 は,『法律
的会計』 を意味す るもの と理解 されているようである。 しかし,『制度 会計』が 『法律的会計』 をい
うもの とすれば,『制度会計』は法律 の改廃 によって影響 を受 ける会計 とい うことになってしまうで
あろう。 そして,『制度会計』 とい うものが そのような存在 である とするならば,『制度会計』 につい
ての理論 すなわち 『制度会計論』 は法律が改廃 され るとそれにあわせて修正 されることになるで あろ
う。 しか し,r制度会計論』 とい うものが法律の改廃 によって修正 されなけれ ばな らない ものである
とは考 えられない。 そこで,あ えて 『制度会計』 は 『法律的会計.1とは異なるものである と理解 した
いo
『制度会計』 という語 を一般的な言葉 として決定 づけたのは 『日本会計研究学会 一制度会計特別委
員会』であろう。 この委員会の 『中間報告、1(昭和45年)をま とめ られた当時の委員長 であった木村
重義教授 は 『制度会計」 とい う言葉を 『法律 に組み込 まれた会計』 とい う意味 に限定 されてはい なか
った。 この場 合,委 員 会 の メ ンバ ー全員 が 一 致 して そ の よ うに見 て いた わ けで はな い で あ ろ うが,
『中間報t」一1は 木村 教授 の考 え方 が色濃 く出 され てい る(8}。4'中間報 告 」 は 『制 度 』 とい う語 に つ い て
『誰 か が決 め て設 けた もの』 を い う もの と理 解 してお り,次 の よ うに述 べ て い る。 「その 『もの 』 はい
わば社会的存在であ り,その設ける誰かは社会的権威 である という含蓄をもっているであろう。 その
関連 で は,『制 度』 は始 めか ら法 的意味 を有 す る もの であ るはず で あ る{9)。」た だ,こ こで述 べ られ て
いる 『法的』 という語 は必ず しも 『法律的』 という意味に限定され るもので はない。別の言葉で接近
するな らば 『慣習』 という語で言 い換 える ことができる ものであろう。それ は 『中間報告』が次の よ
うに述べてい るこ とか らも判断で きるであろう。「「慣習』は人々が,特 定の社会が,行 動す るばあい
のパ ター ンを意 味 す る。 その 意味 で それ は 『制 度 的』・『法 的』 で あ る と考 え られ る{101。」 すな わ ち,
「制 度 ・慣 習 ・法 の三 者 は,… この ば あい互 換 的 に用 い うる観念 の 言葉 で あ る とも言 い う る…(11)」と
いうのである。 『中間報告』は 『慣習』 とはどのような観念の ものであるか について次のように述 べ
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ている。「慣習 はそれを意識す るひ とに とっては規範であ り,そ れ に従 わないこ とに対 しては,多 か
れ少 なかれ,抵 抗感 があ るはず である。つ ま り,慣 習,制 度,法 ない し法律 は人間 の行為 の 基準
(standa1'd)であ る…,と にか く基 準 の認 識 と無 関 係 には存 し えな い(12)。」 と述 べ られ て い る。 そ し
て 『制度会計』 とは 「社会的 にお こなわれ,そ れについて社会的基準が存す る会計働 」 をい うもの
と規定 されていた。 『中間報告』は 『制度会計』をこめように規定 し,さ らに 「『制度会計』を 『法的
会 計 』 とか 『慣習 的会 計 』 とか言 い な おす こ と も可 能 で あ る…働 」 と述 べ て・い る。 つ ま り,『制 度 会
計』 とい う言葉 を 『法的会計』 と言い直:すとして も,それ は 『法律的会計』に限定され るものではな
く,『慣習的会計』を意 味するもの と理解 したい。
この 『慣習的会計』 は 『慣習 として行われてきた会計』 と言い直 して もよいであろう。 この場合,
『慣習 として行われて きた」 ということは必ず しも法律 によって強制 され てい る必 要はない。『慣習
的』 ということは古 くか ら行われてきた現在 も行 われ ている会計 をい うもの と理 解す べ きものであ
る。すなわち,『制度会計』 とは 『慣習 として行われてきた会計』を意味す るもの と考 えられ よう。
ところで,「企業会計原則」はその設定に当たって次のよ うに宣言 していた。 「1企業会計原則 は,
企業会計の実務 の中に慣習 として発達 した もののなかか ら,一 般に公正妥当 と認め られた所 を要約 し
た ものであって,必 ず しも法令によって強制 されないで も,す べての企業がその会計 を処理 するに当
』
た って従わなければな らない基準である。」企業会計原則 は,自 らを一般 に公正妥 当 と認 め られた会
計慣行であると宣言 した。 この場合,企 業会計原則が真に公正 なる会計慣行 を意味するか否 かは別 と
して,企 業会計 には 「必ず しも法令 によって強制 されないでも,す べ ての企業が…従 わな ければな ら
ない基準」 とい うものが存在す ることが知 られ よう。そ こで,『制度 会計』 とい うの は公正 妥 当な
『基準』に基づいて行 う企業会計 をい うもの と考 えたい。 この ように見 るな らば,『制度会計 」は法律
の改廃によって修正 され るものぞはな く,法律の改廃に当たっては尊重 されなければな らない もの と
な るで あ ろ う。
『制度会計』についての理論 を 『制度会計謝 というとして,『制度会計』 を 『法律 に組 み込 まれた
会計遺 と理解 するのであれば,そ の理論は法律 の改廃 ごとに変わる ことにな って しまう。 『制度会計
論』 とは 「慣習 として行われ きた会計」 について,な ぜ そのように行われ るのかについて行 う説明の
理論 である。行われてきた ことについての意味づ けを行 うのが 『制度会計論』で ある㈹ 。仮 に,『制
度会計論』が 『法律的会計』 を対象 とした ものであるとすれば,そ れは法律が改廃 された場合 にはそ
の改廃 に応 じてその理論 を修正 させ ることになってしまう。 しかし,『制度会計』が 『慣習的会計』
であるとすれば,『制度会計論』は法律 の改廃 ごとに修正 され るとい うことはな くなるのであろう。
'
『制度会計』を 『法律的会計』ではな く 『慣習 的会計』で あると見 るこ とにはそれな りの意味が あ
る。 『制度会計』 とい うものが法律 の改廃 によって修正 されるものではな く,ま た,『制度会計論』 と
いうものが法律の修正によって簡単に修正 さるべきものではない と考 えて,『制度会計』が 『慣習的
会計』である点を強調したいのである。.
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Ill慣習的会計 と法律的会計
会計への法律の係わ り方によって企業会計 を商法会計,証 券取 引法会計,税 務会計 と呼ぶ ことが行
われている。 この ような呼び方を見 て,こ れ らの会計はそれぞれ異なった会計である と見 る論者がい
るか もしれない。 しか し,商 法会計 や証券取引法会計が何か特殊 な会計を行 っているわ けではない。
税務 会計 も企業会計 と趣 を異 にする特殊な会計ではない。商法 はその第32条2項において 「商業帳簿
ノ作成 二関スル規定 ノ解釈二付 テハ公正ナル会計慣行 ヲ斜酌 スベ シ」 と規定 している。証券取引法の
規定に よって提出 され る財務諸表 について,財 務諸表規則第1条 は 「…一般 に公正妥当 と認 め られ る
企業会計の基準 に従 う…」 と規定 している。 また,法 人税法第22条も 「法人税の課税標準である各 年
度の収益の額 および費用の額 は,一 般 に公正妥当 と認め られる会計処理の基準 に従 って計算 しな けれ
ばならない。」 と規定 している。すなわち,こ れ らの会計すべ ては公正 なる会計慣 行の上 に存在 して
いる会計である。
商 法会計,証 券取 引法会計,税 務会計 といった 『法律 に組 み込 まれた会計』す なわ ち 『法律的会
計」を総称 して 『制度会計』 と呼ぶ ことが行われている。 これに対 して,筆 者 は,先 に 『制度会計』
を 『慣習 として行われて きた会計』 すなわち 『慣習的会計」であると規定 した。 この場合,商 法第32
条,財'務諸表規則第1条 お よび法人税法第22条に見 る ように,1'法律的会計』 も公 正な る会計慣行の
上に存在 してお り,『制度会計』 を 『法律 的会計』 と見 るとして も 『慣 習的会計』 と見 る として も,
両者は結果的に同 じことを意味す るはずであるか ら,両 者の区別にそれほ どこだわる必要はない と思
われ るか もしれない。 しか し,現 実 の問題 として 『制度会計』 を 『法律 的会計』 と見 るか 『慣習的会
計.Pと見るか,す なわち,『制度会計』を法律の側か らアプローチするか慣習の側 か らアプ ローチす
るかは次に述 べるように大 きな違 いがある。 そのために 『制度会計』が 『法律的会計』 を意味す るの
か 『慣習的会計』 を意味す るのかに こだわ ってい るのである。
『制度会計」 を 『法律的会計』 と見 るの と 『制度会計』 を 『慣習的会計』 と見 るの とでは見方 とし
て反対の見方である。 『制度会計』 を 『法律 的会計』で あるとす る見方は法律 を主導 に考 えてい る。
これに対 して,『慣習的会計』 と見 る見方 は会計 の慣習 を主導 に考 えている。前者の見方で は,『制度
会計』 は法律の改廃 によって修正 され ることにな る。 これ に対 して,後 者 の見方で は,会 計 の 『慣
習』 とい うものは容易 に変化す る もので はない と見 るので,結 果的 に 『制度会計』 は容易に変化 しな
いと見 ることになる。 もちろん,会 計の 『慣;習』が絶対に変化 しない とい うわけではない。会計の処
理方法 は現金 主義会計一半発生主義会計→ 発生主義会計 とい う展開のなかで変化 して きた と思われ
る⑯。 また,そ れに伴 って 「慣習』 も変 化 して きた ことも事実 であ ろ う。現金 主義会計 の時 代 に当
座企業 を対象 としていた会計が継続企業 を対象 とするように変化 した ことは 『慣習』 に変化 をもた ら
したであろう。 また,現 金取引だけを行 っていた商業形態か ら信用経済の発達 した商業形態への展開
も 『会計の慣習』 を変 えて しまうほ どの大 きな力 とな ったであろう。確かに,こ うした時代 の大 きな
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変 動 に よ って 『慣 習」 が変化 す るこ とは あ る。 しか し,逆 にい え ば,こ う した大 きな イ ンパ ク ト以 外
に 『慣習』が変化す ることはない と考 えられる。
会計 の 『慣 習」 につ いて,A.Lリ トル トンは次 の よ うに述 べ て い る。 「多 くの人 々 に よ って考 案 さ
れ た諸方法が他の多数の人々によって使用 され,吟 味 され,他 年 にわた って試験的 に使 屑 され た結
果,意 見 の一 致 が現 わ れ,最 も適切 な手 続 が 一 般 に承 認 され て実務 に な る(v)…」「… つ い に,多 数 人
に よ る実務 が,す べ ての 人 に有 川 とな り,容 易 に伝 達 さ れ る慣 習(コ ンベ ン シ ョ ン)に な る㈹ …」
つま り,会 計の 『慣 習』 とい うものは,ま ず実務 が試行錯誤的 に行 われ,そ れが展開 され,実 践 さ
れ,そ して,う まく実践 される ものだ けが継続的 に使用 された ことによって確立 してきたものである
というのである。 したが って,『慣習』 というものが会計 の主 日的 にうまく合致 した ものだ けが残 っ
た もので ある と見 るならば,『慣習{は 容易 に変化 する もので はない と考 えられ よう。 その ように見
ると,『慣習的会計』 とい うものは容易 に変化す るものではないと見 られよう。
『制度会計』 とは 『法律的会計』であ ると見 るな らば,法 律 の規 定に したが って会計が行われ るこ
とになる。 た とえば,1861年の ドイツの商法および明治23年のわが国の旧商法が債権者保護 を目的 と
して時価主義 を採用 していたように,商 法が現在の 『慣 習的会計』において採用 されている処理方法
を否定 して,新 しい処理方法 を規定す るとすれ ば,『制度会計』 は商 法の規定 を尊 重せ ざるをえな く
なる。現在で も,商 法の日的 は債権者保護である と見てい る論者 もい るが,仮 に,商 法が債権者保護
ということを徹底 したい として時価主義 を採用 する とした ら 『制度会計iは 商法 にしたがわざるをえ
な くな る。 また,法 律が投資家保護 を目的 として,別 の原 則 を採用 した場合 に は,『制度 会計』は
『慣習的会計』 とは異な った原則 を採 用せ ざるをえな くな る。す なわ ち,『制度会計』が 『法律:的会
計』である とすれば,会 計 に関 する法律 の臼的 によって 『制度 会計』の原則 も修正 され る ことにな
る 。
先 に,『制度会計』 を 『慣 習的会計』である と考え るな らば,そ の 『制度会計』 は変化 しな いと述
べた。『制度会計』 とは古 くか ら行われてきた現在で も意味があるとして行われている 『慣習的会計』
が簡単に変化す るはずがないのである。 『慣習的会計』が長 年にわ たって行われて きたの はその会計
処理の方法 にそれな りの合 目的性が存在 するか らで ある。すなわち,「慣習的会計』 はその処 理の方
法が会計の主目的に うまく合致 してお り,簡 単に変化 するとは思われない。 このよ うに言 うと,た と
えば,会 計 は時価主義か ら原価主義 へ と変化 した反論する者が いるか もしれない。 なかには,静 態論
の会計の時代 の会計 と動態論の会計 とは異なると反論する者 もい るか もしれない。1861年の ドイツ商
法 は債権者保護のために時価主義 を規定 していた といわれている。 しか し,こ の時代の 『制度会計』
'
の実務が時価主義であった事実はないであろう。会計実務の歴史において公正な る会計慣行 として採
用 されて きた評価方法 は一貫 して原価主義であ った と考 えられ よう。181年の ドイツ商法が評価規定
を設 ける以前から会計 は慣習的な評価方法を採用 していた と思われ る。 この ドイ ツの商 法の規定 は実
践 されていない会計 を規定 した ものであ り,会計的 に見れば,明 らかに誤 った もの と言 え るであ ろ
う。 しか し,こ の場合,『制度会計』が 『法律 的会計』である とす るな らば,こ の誤った規定 に基 づ
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いて会計 を行 うことになるであ ろう。 『制度会 計』 を 「慣習的会計』 と見れ ば,こ の規定 は誤 った規
定である と指摘 され よう。
iv法 律における会計の規定の在 り方
『制度会計』が 『慣習 的会計』であるめか,『法律的会謂 であるのかにこだわ る見方について頑 な
見方であると見 られ るか もしれない。 しか し,そ の ことを承知 の上で敢 えて 『制度会計』 を 『法律的
会 計』
る。
ではな しに 『慣習的会計』 であると見 るのは法律 における会計規定 の在 り方 を問 うためで もあ
『制度会計』の日的 として分配可能利益の算定 と経営状況の報告 との二つがあげ られ よう。 「制度会
計』は資産評価の方法 として原価主義 を採 用 してい るが,こ れ は分配可能利 益の算 定のた めであ ろ
う 。 た とえば,昭 和30年に100万円で購入 した資産が平成7年 には時価10000万円に値上が りしている
と しよう。平成7年 現在の企業の経営状況 を貸借対照表か ら読み取 るためには資産 を原価で表示する
の と時価で表示 するの とでは どちらが有効 であ るかは歴然 としてい る。『制度会計』が資産 について
原価 によって評価 しているのは分配 する利益の うちに時価上昇に.よる未実現利益が混入す ることを排
除す るためであろう。現在 「制度会計』 は分配可能利益の算定を目的 とした体系になっている。 この
分配可能利益算定の技術 を用 いて経営状 況の報 告のために も利用 してい る。 ここで,『制度会計』 を
二 つに分 けてみる と,一 つ は分配可能利益算定目的の会計,他 の一・つ は経営状況報 告 口的の会計 とい
うように分 けることがで きるであろ う。 そして,両 者 を区別すれば,前 者 は慣習的に行われてきた会
計方法にしたがって利益 を算定す る体系で あ り,『慣 習的会計』 として成 り立つ部分 であ る。 これに
対 して,後 者 は分配可能利益算定 のための資料 を用いて経営状 況 を報告 してい るので,必 ず しもその
ためには充分 な体系ではない。 したが って,経 営状況 の報告 とい う点 を充実 しよう とするな らば,新
しい方法 を加 えてよ り良 い報告がで きるようにすべ きであ る。その時 には,新 しい方法 を強制す るこ
とが必要であ り,何 らかの法律的規制 を採用する ことが可能であ ろう。 この場 合,後 者は 『法律的会
計』 として成 り立つ部分であろう。
『制度会計』の主日的 は分配可能利 益の算定であ る。現在 の 『制度 会計』 はその 目的に充分 に合致
した体系 になってい る。 この体 系はすでに 『慣習』 として確立 して きた ものであ り,『慣習的会計』
以外の方法 を用いて分配可能利益の算定 を行 うことは許 されない。仮 に,法 律が 『慣習的会計』以外
の力法で分配可能利益 の算定 を命令 する として も,そ れ は 『法律的会言口 とな りうるか もしれない
が, 『制度会計」 とはいいえない。『制度会計』 は会計 について法律 が関与 する以前か ら 『慣習』 とし
て存在 してきた会計であ り,法律 が この 『慣習』 に違反 して分配 可能利益算定のための規定 を設 ける
ことは許 されない。む しろ,『慣習的会計』 は会計 についてのパ ター ンをすでに持 っているので,法
律が 「慣習的会計』について細 かい規定を設 ける必要はないで あろう。仮 に,法 律が会計 についての
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規定 を設 けるのである とすれば,『慣習的会計』は確立 した体系であ るので,法 律 は 『慣 習的会昔日
を参考にする必要があろ う。 すなわち,法 律が 『慣習的会計』 に関す る規定 を設 けるとして も,専門
としての会計か ら見る と,条 文の不備 ・欠陥は避 け られないであろ う。 この場合,法 律 は設 ける条文
については法律の取扱規定 とも言 うべ き 『慣習的会計』 を尊重 しなければな らない。そ こで,現 在の
ドイ ツ商法第243条にあるよ うに 「年度決算書は正規の簿記の諸原則 に したが って作成 されなけれ ば
な らない。」 とい う規定 と同様の趣 旨と思われ る我 が国が商法第32条も 「…公正な る会計慣行 を斜酌
すべし。」 という規定 を設けるだ けで充分であ ろう。 もっ とも,こ の ような規定が あろうがなかろ う
が,法 律が 『慣習的会計』 について設けた規定 につ いてはf正 規の簿記の諸原則」ない し 「公正な る
会計慣行」 に'したが って解釈 しなければな らないであろう。
『制度会計」 の主日的は分配可能利益の算定であ り,『慣習的会計』はそのために充分 に役立 つよう
に開発された体系で あって,『慣習的会計』は経営状 況の報告 とい う副 目的 を充分 に達成 で きるよう
な体 系にはなっていない。 ましてや商法や証券取引法 といった法律の 目的 を達成 することを意 識 して
いるわけではないので,各 法律 に合致 した体系 にはな っていない。『慣 習的会計』 は元々が法律の 目
的を達成す るた めの体系になってはいない。だか らといって,法 律 が自己の目的 を果たすために 『慣
習的会計』 を改変す ることは許 されない。仮 に,商 法が会計 を破 産防止のた めに利 用す る として も
1861年ドイツ商法典や明治23年のわが国の商法のように 『慣習的会計』 と異なる規定 を設 ける ことは
許 されない。 また,経 営責任の表明のために会計を川い るとして も 『慣習的会計』 に違背 した規定を
設 けるわけにはいかない。証券取引法が投資家保護 を目的 とす る場合 も同 じことである。だが,法 律
は会計 についての規定 を設けるべ きではない というつ もりはない。法律 は 『慣習的会計』が分配利益
算定のための体 系であるので,自 己のH的 のためには充分に役立たない ことを承知 した上 で会計 を利
用 しているのであるから,1慣習的会計』の体系 を侵 さない形 で規定を設 ける必要がある。 その上で,
商法が債権者保護のために会計 を用 いたいのであれ ば,表 示方法 についての規定 を設 ければ よいであ
ろう。 また,経 営責任の表明に役立てた いと考 えるな らば,自 己の 目的に合 うような表示ノ∫法 につい
て規定を設 ければよいであろう。事実,証 券取引法 は1慣 習的会計」 についての規定 を設ける ことな
く,投 資家保護 を目的のための表示方法のみを規定 している。 ・
1慣習的会計』は分配利益算定 目的の体系であるので,会 計処 理についての規定 は 『慣習的会計』
にしたが うことになる。 しか し,こ の 『慣習的会計』 において行われて きた会計処理の方法 は,債 権
者保護,経 営状況 の報告,投 資家保護 といった法律 の 目的に は充分 には役立 たな い。仮 に,法 律 が
『慣習的会計』 を自己の日的 に用いようとするな らば,法 律 の 目的 が少 しで も達 成で きるように表示
方法 についての工夫 を規定すれ ばよいであろう。
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